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１．はじめに 

 京都市は文化財を多く有し、日本を代表する歴史都市

であるとともに、木造家屋が密集した市街地が多く存在

し、災害に対しては脆弱な都市でもある。このため、防

災対策は急務であるが、文化財の保存・保全を考えると、

抜本的な市街地整備による対策を講じることは極めて困

難である。そこで、阪神・淡路大震災では住民による防

災活動が有効であったことから、本研究では住民によっ

て組織されている自主防災組織に着目し、住民自ら行う

防災対策について考察することを目的とする。京都市で

は、元学区単位に自主防災会、町丁単位に自主防災部が

結成されており、組織率は 100％である。そこで、本研

究では、住民活動が活発に取り組まれている一方で、木

造家屋が多く連担する上京区をケーススタディ地区とし

て考察する。 

２．分析の方針 

 自主防災会が結成されている元学区（１７地区）に着目

する。分析は、①地区特性の抽出、②出火状況の把握、

③自主防災活動の把握の３点について行う。地区特性か

ら、地区の火災に対する脆弱性を分析し、出火状況から、

火災を抑制している現状について分析する。さらに、自

主防災活動分析を通して、出火抑制の要因について考察

する。 

３．地区特性の把握 

 地区特性は、空間特性と社会特性から把握する。空間

特性の分析は、4m未満道路率、空地率、非木造建物率及

び建物率の４つの指標を用いた。主成分分析の結果、延

焼可能性を示すと考えられる第１主成分のみを採用する

こととした。また、社会特性の分析は人口密度、高齢者

密度の２つの指標を用いた。人口密度は出火の可能性を、

高齢者密度は初期消火の可能性を示すと考えた。さらに、

空間特性の第１主成分、人口密度、高齢者密度を用いて

クラスター分析を行った結果を表１に示す。 

表１ クラスター分析による分類
クラスタno.
no.1 A B G I J K L O
no.2 C F H M
no.3 D E P Q
no.4 N

学区名

 

 

■no.1:延焼及び出火の可能性が比較的高い。また初期
消火の可能性が低いと考えられる地区。 

■no.2:特化した特徴はないが、比較的初期消火の可能
性が低い地区。 

■no.3:延焼及び出火の可能性が低く、初期消火の可能
性も比較的高い地区。 

■no.4: no.1と比較的類似し、延焼・出火の可能性が高
く、初期消火の可能性も低い地区。

４．地区特性と出火状況の関係 

地区特性別に、各地区の出火密度（出火件数/ha）の平

均値を算出したところ、火災に対して脆弱であると考え

られる地区ほど高い数値を示している。つまり、出火す

るか否かは地区特性に依る部分が大きいといえる。この

ことより、火災に対して脆弱な地区ほど、出火を抑制す

るための住民の活動が重要であると考える。 

また、出火密度の結果と地区特性の関係から、分析対

象地区を５地区選定した。地区特性 no.1 の B,G,J 地区、

no.3の Q地区、no.4の N地区である。B地区は、火災

に対して比較的脆弱でありながら、出火密度が極めて低

いことが特徴である。即ち、住民の自主防災により出火

を抑制している可能性が高い。G,J,N地区は、B地区と同

様に火災に対して脆弱な地区であり、出火密度も比較的

高く、住民の自主防災活動があまり機能していない地区

であると考えられ、Q 地区は、火災に対して比較的安全

でありながら、出火密度が高く、住民の自主防災活動が

機能していないと考えられる。 

５．自主防災活動と出火状況の関係 

（１）実態分析 

①活動回数と出火状況 

 自主防災会及び自主防災部における活動密度（活動回

数/ha）を算出し、これと出火状況の関係を見たが、表２

に示すように、相関関係は非常に薄く、活動回数が出火

状況に与えている影響は小さいと考えられる。 

②活動への参加状況と出火の関係 

 自主防災組織に関わる人々に関して、役員（自主防災 
会役員及び自主防災部長・副部長）と活動への参加者（こ

表２ 役員率・参加率と出火の関係 

単相関 役員率 参加率 単相関 出火密度 参加率

役員率 1.0000 出火密度 1.0000

参加率 0.5549 1.0000 参加率 -0.8208 1.0000  
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各種活動への
参加人数の増加

自主防災組織の
役員の増加

総合防災訓練への
参加人数の増加

出火件数の減少

防災知識、防災技術の習得

住民の防災に対する関心の高まり

図１ 自主防災活動による 

出火件数減少フロー 

こでは特に総合防災訓練）に着目した。役員率（総人口

における役員数）と総合防災訓練への参加率（総人口に

おける参加者数）を算出し、出火状況との関係を把握し

たところ、負の相関を示している。 

 さらに、役員率と参加率には正の相関が見られたこと

から、参加する人々が多ければ火災が少ない関係が見ら

れた。このことから、役員率の高い自主災組織では活動

への参加率が高く、その結果出火密度も低いといえる。 

（２）自主防災活動と出火の考察 

 以上の分析に基づき、図１のように出火件数を減少さ

せるための自主防災活動の役割を考察する。 
 自主防災組織に関わる役員は、一般に自主防災に関す

る責任感、義務感を持っている。そのため役員が増える

ことは、自主防災活動に対し積極的に取り組む人々が増

えることを意味する。また、これらの役員が地区住民に

対して積極的参加を呼びかけることで、総合防災訓練を

はじめとする自主防災活動への参加者が増加する。これ

は、ヒアリングでも役員、元役員が積極的に参加を募っ

ていることで明らかである。そして、活動に参加するこ

とにより、住民の防災意識が高揚し、その結果出火密度

が低くなり、また訓練に参加することにより、防災技術

を習得することが出来る。つまり、出火件数減少には、

住民の防災意識の高揚と防災知識・防災技術の習得が必

要であると考える。 

 分析対象地区で、この条件を比較的満たしているのは、

B地区と Q地区であった。B地区は、現状でも出火密度

が低く自主防災活動が有効に機能している地区であると

いえる。しかし、Q 地区は、活動は活発でありながら、

出火密度は比較的高く、活動が結果に表れていない。そ

の要因は、Q 地区では常住者率（５年以上同地区内に居

住する人口の割合）が低いことから、転出入者が多く、

自主防災活動が地区

住民に定着していな

いと推察される。 

６．地震火災への適用   

の可能性 

これまで、一般火災

の出火件数を指標と

して分析を行ってき

たが、一般火災より

も被害が拡大してし

まうと想定される地
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図２ 【初期消火成功のフロー】 

震火災について考察する。 
地震火災時には、一般火災とは異なり、出火地点が多

く、かつ出火原因が特定できないため、出火の抑制がか

なり困難である。そのため、被害を抑制するには、なに

よりも初期消火が大きい。そこで、効率的な初期消火活

動を行うための方策（手順）を図２に示す。初期消火に

成功するには、消防水利の存在、住民の参集、消火技術

が必要である。本研究では、出火件数減少には、防災意

識の高揚、防災知識・技術の習得が必要であることを明

らかにした。これらは、初期消火に対しては、参集に対

するかけつけ時間の短縮、消火活動実施の可能性の高ま

りとして反映される。 

このように、平常時からの自主防災活動によって、地

震火災時の初期消火にも対応できると考える。 
７．まとめ 

 本研究では、防災対策の１つとして自主防災活動を分

析し、その効果が高いことを示した。今後は、活動内容

そのものに対する分析や、地震火災に対する考察と対策

を検討する必要がある。 
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